
船員保険事業計画案（新旧）

平成 24 年度 平成 23 年度

１．保険運営の企画・実施

(1) 保険者機能の発揮による総合的な取組みの推進

加入者の医療費、健診データを分析するとともに、加入者の健康・疾

病状況を踏まえ、加入者の疾病の予防や健康増進、医療費の適正化のた

め、以下のような取組みを総合的に推進していく。

○加入者や船舶所有者に対する積極的な情報提供

○保健・福祉事業の効果的な推進

○各種給付の適正かつ迅速な支払い

○レセプト点検の効果的な推進 等

(2) 情報提供・広報の充実

 加入者や船舶所有者に対する情報提供や広報については、ホーム

ページ等により、加入者の立場からわかりやすい積極的な情報提供

を適切に実施する。

 インターネットをご利用いただけない加入者の方々を含めた幅広

い広報を実施するため、船員保険パンフレットを労働基準監督署や

年金事務所等の関係機関に配布する。

 引き続きホームページに「船員保険マンスリー」を掲載するとと

もに、年に一度、船員保険の運営状況等について加入者や船舶所有

者等に「船員保険通信」を送付するなど、積極的かつ定期的な情報

１．保険運営の企画・実施

(1) 保険者機能の発揮による総合的な取組みの推進

加入者の医療費、健診データを分析するとともに、船員保険加入者の

健康・疾病状況を踏まえ、加入者の疾病の予防や健康増進、医療の質の

確保、医療費の適正化のため、以下のような取組みを総合的に推進して

いく。

○加入者や船舶所有者に対する積極的な情報提供

○保健・福祉事業の効果的な推進

○各種給付の迅速かつ適正な支払い 等

(2) 情報提供・広報の充実

 加入者や船舶所有者に対する情報提供や広報については、ホーム

ページにより、加入者の視点からわかりやすい積極的な情報提供を

適切に行うとともに、ラジオ等も活用した効果的な広報のあり方を

検討・実施する。

 インターネットをご利用いただけない加入者の方々を含む幅広い

広報を実施するため、船員保険パンフレットを労働基準監督署や年

金事務所等関係機関に配布する。

 引き続きホームページに「船員保険マンスリー」を掲載するとと

もに、新たに年に一度、船員保険の運営状況等について加入者や船

舶所有者等に紙媒体でのお知らせ「船員保険通信（仮称）」を行うな
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提供を行う。

 関係団体の協力を得て、船員関係機関誌や海運関係機関誌等によ

る情報提供を効果的に活用するなど、定期的かつ効率的な広報を実

施する。

(3) ジェネリック医薬品の使用促進

ジェネリック医薬品の使用促進に関する広報を実施するとともに、いわ

ゆる「希望カード」を配布する。さらに、ジェネリック医薬品に切り替え

た場合の自己負担額の軽減効果等を通知するサービスを実施する。

(4) 健全かつ安定的な財政運営の確保

中期的な財政見通しを踏まえ財政運営の状況を適切に把握・検証し、

医療費の適正化、業務改革、経費の削減等のための取組みを強化すると

ともに、加入者の疾病予防、健康増進、医療の質の向上等のための取組

みを総合的に推進し、中長期的に安定的な財政運営を確保する。

(5) 準備金の安全確実かつ有利な管理・運用

２．船員保険給付等の円滑な実施

(1) 保険給付等の適正かつ迅速な支払い

 職務外疾病部門、職務上特別給付部門、経過措置として協会が支

給することとされた職務上年金、新たな特別支給金などの保険給付

等を確実かつ迅速に支払うとともに、必要に応じて実地調査等を実

施し、給付の適正化を図る。

ど、積極的かつ定期的な情報提供を行う。

 関係団体の協力を得て、船員関係機関誌や海運関係機関誌等によ

る情報提供を効果的に活用するなど、定期的かつ効率的な広報を実

施する。

(3) 健全かつ安定的な財政運営の確保

船員保険財政について、中期的な財政見通しを踏まえ財政運営の状況

を適切に把握・検証し、医療費の適正化、業務改革、経費の削減等のた

めの取組を強化するとともに、加入者の疾病予防、健康増進、医療の質

の向上等のための取組を総合的に推進し、中長期的に安定的な財政運営

を確保する。

(4) 準備金の安全確実かつ有利な管理・運用

２．船員保険給付等の円滑な実施

（１）保険給付の迅速かつ適正な支払い

 職務外疾病部門、職務上特別給付部門、経過措置として協会が支

給することとされた職務上年金などの保険給付を迅速かつ確実に支

払うとともに、必要に応じて実地調査等を実施し、給付の適正化に

資する。
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 下船後の療養補償について、適切な申請がされるよう加入者や船

舶所有者等に対し、制度の趣旨や仕組みについて周知を図る。

 柔道整復施術療養費について、加入者等に対する文書照会等を実

施するなど、不適切な申請事例への厳格な対応や適正受診の促進を

図る。

 東日本大震災により被災した加入者の一部負担金免除等につい

て、適切に対応する。

(2) サービス向上のための取組み

 職務外給付については、サービススタンダード（申請の受付から

給付金の振込みまでの期間：10 営業日）の状況を適切に管理し、

100％の達成率を目標に着実に実施する。

 加入者等のご意見や苦情等を迅速にサービスの改善に結びつけ

る。また、お客様満足度調査について必要な見直しを行ったうえで、

継続的に実施する。

 申請書等の様式や記載要領等については、加入者等の立場からみ

てわかりやすく改善するとともに、手続きの簡素化を進める。

(3) 高額療養費制度の周知

限度額適用認定証の提示により高額療養費が現物給付されることなど

高額療養費制度について周知を図る。また、高額療養費の未申請者に対

し、支給申請の勧奨を行う。

(2) サービス向上のための取組

 船員保険職務外給付については、サービススタンダード（申請の

受付から給付金の振込みまでの期間：１０営業日）の状況を適切に

管理し、１００％の達成率を目標に、着実に実施する。

 加入者等のご意見や苦情等を迅速にサービスの改善に結びつけ

る。

 教育研修の実施等を通じて、加入者本位の理念について職員への

一層の徹底を図るとともに、加入者等に対する接遇の向上を図るな

ど、加入者等の満足度を高める。

 申請書等の様式や記載要領等については、加入者等の立場からみ

てわかりやすく改善するとともに、手続きの簡素化を進める。

(3) 各種申請等の受付体制等の整備

各種申請等の受付や相談等の窓口サービスについては、都道府県支部

及び本部船員保険部のコールセンター機能等を活用し、効果的かつ効率

的にサービスを提供するとともに、労働基準監督署や年金事務所等の関
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(4) 被扶養者資格の再確認

(5) レセプト点検の効果的な推進

(6) 無資格受診等の事由による債権の発生抑制及び早期回収

債権の発生を抑制するため、加入資格を喪失した方からの保険証回収

について、文書や電話による催告などを実施する。また、発生した債権

については、文書や電話による催告や支払督促等の一連の手続きにより

早期かつ確実な回収に努める。

３．保健・福祉事業の着実な実施

(1) 保健事業の効果的な推進

 船員労働の特殊性を踏まえたサービスの向上を図るよう、外部委

託事業者のノウハウを活用し、健診及び特定保健指導を中核として、

保健事業の効果的な推進を図る。

 船員手帳健診の実施機関情報の収集等を行い、必要な地域に健診

実施機関を拡大する。また、被保険者の特定保健指導の外部委託実

施機関を拡大する。

係機関との連携体制の強化を図る。

(4) 被扶養者資格の再確認

(5) 医療費のお知らせの実施

システム面での必要な措置を講じた上で、船舶所有者を通じ加入者が

利用した医療費に関する情報（医療費通知）を被保険者に提供する。

(6) レセプト点検の効果的な推進

(7) 無資格受診等の事由による債権の発生抑制及び早期回収

債権の発生を抑制するため、加入資格を喪失した方からの保険証回収

などを強化するとともに、発生した債権の早期回収に努める。

３．保健・福祉事業の着実な実施

(1) 保健事業の効果的な推進

 保健事業については、船員労働の特殊性を踏まえたサービスの向

上を図るよう、外部委託事業者のノウハウを活用し、健診及び保健

指導を中核として、保健事業の効果的な推進を図る。

 また、船員手帳健診の実施機関情報の収集等を行い、必要な地域に

効果的に健診実施機関を拡大する。
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(2) 特定健康診査及び特定保健指導の推進

 外部委託事業者のノウハウを活用し、適切な広報を通じて、加入

者の健康に対する意識を高めるなど、健診受診率や特定保健指導の

実施率の向上を図る。

 加入者あての文書送付時等に必要に応じて、健診及び特定保健指

導の案内チラシを同封することや関係団体の協力を得て船員関係機

関紙等を活用する等、適切な広報を実施する。また、疾病任意継続

被保険者に対して保険証や保険料納付書等の送付時に健診案内チラ

シを同封する。

 生活習慣病予防健診について、健診案内パンフレット送付時に対

象者名を記載した受診券を船舶所有者を通じて交付する方式を導入

し、受診手続きの簡素化を図る。また、未受診者がいる船舶所有者

に対し、再度健診案内を送付する。

 被扶養者の特定保健指導に係る自己負担額を軽減する。また、特

定保健指導対象者に対し、指導を受けるよう働きかけを強化する。

 被扶養者の特定健康診査と市町村が実施するがん検診との同時受

診に関する広報を受診券の送付時等に実施する。

(3) 加入者に対する生涯にわたる健康生活支援事業のための総合的な取

組み

加入者一人ひとりの健康増進を図るため、平成 23 年度より実施して

いる「船員保険生涯健康生活支援事業」を平成 24 年度においても引き

続き実施することとし、「個人の加入者の健康状況に応じたオーダーメ

イドの情報提供」、「健康増進を図るための普及啓発素材の作成・配布」、

「レセプトデータ及び健診データ等を活用した調査研究」等を実施す

(2) 特定健康診査及び特定保健指導の推進

 特定健康診査及び特定保健指導については、外部委託事業者のノ

ウハウを活用し、適切な広報を通じて、被扶養者への定着を進める

など、健診受診率や保健指導の実施率の向上を図る。

 被扶養者については、健診受診案内パンフレット送付時に特定健

診受診対象者名を記載した受診券を船舶所有者を通じて交付する方

式を導入するとともに、健康保険と同様の契約方式に変更すること

により健診実施機関を拡大し、地域の診療所等で健診が受診できる

ようにするなど、受診しやすい健診とする。

(3) 加入者に対する生涯にわたる健康生活支援事業のための総合的な取

組の着手

・ 船員保険加入者一人ひとりの健康増進を図ることを目的として、平

成２３年度より「船員保険生涯健康生活支援事業」（仮称）を実施する。
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る。

(4) 福祉事業の着実な実施

 無線医療助言事業の運営及び洋上救急医療の援護を行うなど、船

員労働の特殊性を踏まえ、福祉事業の着実な実施を図る。

 船員の海上勤務の特殊性を踏まえて、疲労回復、静養、家族との

団らんの場の提供を目的とした事業を通じ、加入者等の福利厚生の

向上を図る。

 保養事業については、福祉センターのあり方に関する結論を踏ま

え、適切に対応する。

４．組織運営及び業務改革

(4) 福祉事業の着実な実施

 無線医療助言事業の運営及び洋上救急医療の援護を行うなど、船

員労働の特殊性を踏まえ、福祉事業の着実な実施を図る。

 船員の海上勤務の特殊性を踏まえて、疲労回復、静養、家族との

団欒の場の提供を目的とした事業を通し、加入者等の福利厚生の向

上を図る。

(5) 保健・福祉事業のあり方の検討

 被保険者及びその家族の健康の保持増進のために実施すべき事

業、福祉の増進のために実施すべき事業を利用者のニーズに沿った

かたちで実施していくため、関係団体の協力を得ながら加入者及び

船舶所有者の方々のニーズを調査する。

 ニーズ調査の結果等を踏まえつつ、検討作業チームにおいて引き

続き保健・福祉事業のあり方について検討を行い、定期的にその検

討内容を船員保険協議会に報告する。

４．組織運営及び業務改革
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